助成事業完了報告書

 日 本 財 団　　　　                     報告日付： ２０１６年 ４ 月 ８ 日

会　長 　笹　川　陽　平     殿         事業ＩＤ： ２０１４２３６３７６
                                         事業名： 基盤整備

                                         団体名：(一社)日本造船協力事業者団体連合会

                                         代表者名： 会 長  山　口　謙　吉 

                                         ＴＥＬ：０３－５５１０－３１６１

                                         ＦＡＸ：０３－３５０２－５５３３

                                         事業完了日：２０１６年 ３ 月３１日

	事業費総額    　    ５６，１００，０００円

	自己負担額　　　　　　　　　　　　　　０円

	助成金額　          ５６，１００，０００円


事業内容
  １. 業界の振興に関する調査研究

　　（１）技能継承の促進
　　　・造船技能開発センター
平成１６年度からスタートした「造船技能開発センター」(全国６地域研修セン
ターの中核)は、同基金を昨年度末に日本財団に返還した。一方、今年度から新たに日本海事協会からの支援を得られることとなり、各地域研修センターにおける研修事業は従来通り運営することとなった。６地域研修センター（東日本(横浜)、相生、因島、今治、大分、長崎）では新人研修、専門技能研修等の技能者育成事業を実施している。
（２）雇用、労務に関する調査・指導
　　・外国人労働者向　安全衛生関連の教材作成
　　　　  造船現場での技能実習生など外国人材が増加傾向であるため、安全衛生読本
（中国・タガログ・インドネシア・ポルトガル・ベトナム語版）にタイ語版を追
加して増版し会員、会員外に配布し、同時にＤＶＤ版も作成した。また、「労働災
害再現実験体験教育」を撮影した動画に５カ国語のテロップを入れて、外国人材
がわかり易い教材を作成した（ＵＳＢにて配布）。

　　・人材確保・育成に関する外部会議

国土交通省が設置した「外国人造船就労者受入事業適正監理推進協議会」、
「造船業・海洋産業における人材確保・育成方策に関する検討会」に出席し、業界の人
材や外国人造船就労者について課題・情報共有等を推進している。
（３）講習会等開催事業
　　・資格取得型の教育の実施

　　　　　職長・安全衛生責任者教育、酸素欠乏・硫化水素危険作業特別教育などの資格取得型の講習会を会員外も受講できるよう実施し、合計２６５名が資格を取得した。
 （４）塗装部会対策

  ・日造協塗装部会　
船舶の建造の職種の中で塗装工事は協力企業に対する依存度が極めて高い。そ
のため塗装事業者による日造協塗装部会が設置され、塗装全般にわたる幅広い事柄について意見交換や調査検討等の諸活動を行っている。
また、昨年度行った、｢全面形防毒マスクに関するアンケート｣の結果、メーカーからの回答を行った。また、「特別有機溶剤」の規制について講義を実施した。
    （５）企画部会対策
　　　　・企画部会
本部会は、造船協力事業者間、特に若手経営者による交流、研鑽の場として運営され、情報の収集、企画部会会議に合わせアンケート調査の実施、部会誌の発行等を行っている。
（活動内容）
6月19日
第１回日造協企画部会開催
場所   ホテルレクストン種子島（鹿児島・種子島）

見学
JAXA種子島　宇宙センター
11月 6日　 第2回日造協企画部会開催
　　　　　 場所　 ルートイングランティア小牧（愛知・小牧）
　　　　　　　　　　見学　　トヨタ自動車（元町工場・トヨタ会館）
（６）造船協力業の実態調査

　　　・実態調査

日造協会員所属企業の経営実態等を把握し、今後の業界対策の資料とするため
以下のとおり実態調査を実施した。
 　（調査内容）
①売上高の推移、②人員数の推移、③設備投資、④平成28年度景気見通し、
⑤前年度に利用した税制措置について、⑥外国人技能実習生等の活用状況について
⑦日造協事業について
　　（７）会員の新規入会促進
　　　・入会促進
　 　　       新規加入促進について引き続きＰＲ等を行っている。当会の事業を理解してもら
うために事業体験などの提供を行っている。IHI愛知協力会、賛助会員として中手造
船所にアプローチをしているが、現時点では各事業者の合意が得られず入会に至っ
てない。
　　（８）政策研究
　　　　・政策研究委員会
平成27年度第1回　　平成27年9月10日開催　名古屋 名鉄グランドホテル
講演会　「最近の韓国・中国・ベトナムの造船の動向」（小瀬邦治委員）
　　　議事　　「日造協中期方針２０１６」に向けて、現状の人材の確保・技能育成等について意見交換を行った。
２．日造協団体災害補償制度

　　　　  年度を通じて各地で説明会等を行ってきた。当連合会の団体契約による労災の上乗せ保険で、加入社数が増加するにつれ割引率が大きくなり、加入企業にとっては年間の保険料の負担が大きく軽減され経営安定に寄与している。年度末加入状況は１０４社契約となり団体割引率が２０％となっている。
　３．税制に関する要望、融資の指導業務
　　（１）税制に関する調査・要望
       ・税制の利用状況調査
本年度も国土交通省海事局の依頼を受けて、会員及び会員所属企業へ「造船業・舶用工業に関する税制の利用状況調査」を実施した。
　  （２）融資の指導業務
       ・日本財団造船関係事業資金
日本財団が競艇の収益金によって実施する２０１５年度造船関係事業資金について会員企業へ周知するとともに手続き等の指導を行なった。

　　　　　
　
 ４．その他
　　（１）機関紙発行
機関紙「日造協」は毎月１回発行（5,500部）しており、日本財団の助成事業、当連合会の事業進捗・成果、行政及び諸団体関係の活動や情報を掲載している。

　　（２）業界誌広告掲載

　　　・会長記者会見、業界誌広告

  当連合会会長は業界誌各誌の記者と１１月１２日に合同会見を行い、会員の現状および問題点等について意見を述べ、各誌に会見内容が記載された。また、業界誌６社の「海の日特集号」、「新年特集号」に当連合会の広告を掲載しＰＲを行った。

　　（３）ホームページの整備
　　　　  情報公開を目的として開設しているホームページを更新等した。また、日本財団ブログ「ＣＡＮＰＡＮ」に「安全ひろば」を開設し当連合会の事業をタイムリーに広報した。

（４）表彰に関する業務

　　　・国土交通省　海の日表彰

会員及び会員所属企業の適格者を関係官庁等へ推薦した。

　　　　２０１５年度は、「海の日」国土交通大臣表彰１名、運輸局長（運輸監理部長）表彰９名の方々が受賞し各者に記念品を贈呈した。

　  （５）総会行事開催
　　　・総会、講演会
定時総会を２０１５年６月４日に東京ドームホテルで開催した。
会議終了後は「笑いは人の心を拓く」と題して、三遊亭　究斗　氏（ミュージカル
落語家）の講演会を開催した。
(６）先進国型シップリサイクル
・船舶解撤企業協議会
国土交通省海事局による｢シップリサイクル条約」の批准に向けた作業に協力して
いる。今年度の船舶解撤企業協議会総会(６月１８日)では、国交省海事局大坪船舶産
業課長による「シップリサイクル条約の批准とＥＵリスト」と題し講演会を開催した。
また、同協議会ではＥＵリスト適合が見込まれるトルコ共和国の解撤現場の視察を
国交省海事局経由で計画をしていたが、トルコ情勢の悪化により今年度の実施を中止した。
　（７）交流会

　　・勉強会

交流会等ワーキンググループ設立(準備会)　7月19日(金)、ナビオス横浜で
開催した。昨年度の交流会を踏まえ、「日造協　フラグシップミーテイング」と題
しセミナー形式の「勉強会」、懇親会を開催した。

　  
	


事業目標の達成状況：
１、造船協力事業者の安全衛生意識の向上と災害防止については、造船所内が複数職種による同時進行の作業を行う環境であるため、安全確実な作業の実現に向けて個々の企業はもとより全体で連携して取り組み安全衛生の向上を目指す。
　安全衛生においては、基本的な安全知識を習得させる必要があり、引続き「安全に関する指導者の育成」、「ノウハウの継承問題」が重要課題である。

技術・技能の伝承に造船各社が取組んでいるが、安全衛生については、生産性向上と直接的に結びつけづらいため積極的な取組みが少ない。安全に対するノウハウは技術・技能と同様、伝承されていないことで同種の災害が繰返し発生し、生産性や操業に影響する。２７年度からは昨年までの出張型の教育の３シーズン目「出張型労働災害リアル体験教育」を実施した。今まで以上に、現場環境に近い状況で、受講生にわかりやすい教育としている。この教育は造船所等の現場で実施が可能、１日で６０～７０名程度の受講可能となっている。
また、日本財団助成事業の安全衛生アドバイザー相談会も、現場の安全衛生状況を専門家の視点から助言してもらうことに加えて、マニュアルに出来ない災害時の対処法などの相談にも乗っている。同時に進めている「次世代の安全のプロを養成する育成システム」（徒弟制度）も順調に推移している。
２、企業の経営基盤の安定を図るため労災の上乗せ補償として、独自の共済システム・上乗せ保険システムへの加入者促進を行い、災害時の補償の充実と団体割引による経費削減をめざす。
　　      　団体災害補償制度については、当連合会の会員所属企業のような中小企業での労働災害発生時の負担は、企業の経営状態を圧迫するものであるため、日造協団体災害補償制度に加入することで経費負担を削減でき経営の合理化に役立っている。契約企業は２７年度末には１０４社となっている。この制度については加入者数のメリットを生かすことで、所属企業の合理化に役立つものと認知されており、今後も拡大を図っていく。

３．造船協力業界の基盤強化を図るため、新規会員の入会促進を行い、国内の造船協力事業者の加入をめざす。
　現在、会員メリットを知ってもらうため、未加入の協同組合、企業に対し本会の事業を体験してもらえるなどのアピールを行っている。
４．造船協力企業の経営合理化については、情報の収集、分析及び活用に関するシステムの運用、維持改善を行い、中小企業が大多数を占める造船協力事業者の経営戦略づくりのサポートを行う。
　
（１）　実態調査において造船協力業の実態を把握し、会員企業に実態調査報告書としてフィードバックが行われた。会員企業は現況の目安として活用、今後の資金や設備投資などの参考としている。

　　
（２）　日本財団の融資指導業務においては、当該制度が会員企業にとって良い借入条件であり、現在の金融機関の条件との相乗効果で企業の経営にとっては、有利な状況となっており、合理化の一策となっている。

５．技術の向上、技能の伝承については業界独自に改善・向上を模索しながら他団体等との連携のもと、この実現を目指す。

　国土交通省が設置した「造船業・海洋産業における人材確保・育成方策に関す
る検討会」に出席し、業界の人材や外国人造船就労者について課題・情報共有等
を推進している。

また、各地（６ケ所）の研修センターにおいても引続き新人研修、専門技能研
修を行っている。
　６．造船協力事業者同士の情報交換、啓蒙活動を総会後の講演会、機関紙等を通じて実現していく。
　　     　各部会において安全に対する規制強化への対応について全国規模で情報交換や、
職種の専門的な管理者研修、会員の抱えている問題などの意見交換を事業者同士が行う機会をもうけている。今年度は東京において会員企業による勉強会(ビジネス交流会)を開催し、事業者の勉強会と交流の機会を設けた。また、機関紙においても各種の活動紹介を行い日造協のＰＲに努めている。
　　　　
７．税制に関する要望

 自由民主党、国土交通省海事局の依頼で関係先へアンケート調査を行った。
	　


事業成果：

　　成果物

· 「日造協実態調査報告」
· 機関紙（7月号　総会記事あり）
・総会講演会、海の日表彰者リスト（機関紙　記事）
・
収支決算書：

       平成２７年度仮決算報告書を別紙のとおり添付します。

                                                                       以 上

